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地方公会計制度（統一的な基準）に
ついて
「公会計」とは、国や市町村役場などで行われている会計のことをいいます。（民間企業

で行われている会計は「企業会計」といいます。）

従来の公会計では、現金の動きしか見えず、固定資産などを含めた所有資産の動きが
みえませんでした。統一的な基準による地方公会計制度では、企業会計と同様の複式簿
記や発生主義会計の概念を導入し、現金の動きに加え、町が所有する土地や建物などの
固定資産や負債などのストック情報などの動きをみることができます。

さらに、全国で統一した基準に基づき財務書類が作成されることから、今後は他団体との
資産を含めた財政状況の比較が行えたり、さまざまな指標に基づく分析結果等を財政運
営に活用させることができ、町民の皆様にも情報提供することが可能となりました。
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統一的な基準による財務書類について
○財務書類とは？
財務書類は、資産や負債などの状況、コストやそ

の財源の状況といった財務状況を一覧でわかりやす
く、町民の皆様に開示する観点から、企業会計の考
え方・手法（発生主義、複式簿記）を用いて作成する
書類です。

財務書類は、貸借対照表、行政コスト計算書、
純資産変動計算書、資金収支計算書の４つで構成
されています。

① 財務書類４表の概要

資金収支計算書

１年間の現金の動
きを表すので、町の
決算書に近い財務
書類といえます。

お金を
「どのように集めて」
「何に使ったか」
がわかります。

貸借対照表

年度末時点での
「資産」「負債」
「純資産」
がわかります。

町が持っている全て
の資産や負債、純
資産の現在高を表
したものです。

行政コスト計算書

町の事業に
「いくらコストをかけ」
「収入がいくらか」
がわかります。

純資産変動
計算書

「純資産」が変動し
た「原因（内容）」
がわかります。

４つの表は、それぞれが関係して
おり、相関関係は下図のとおり
です。

＊発生主義とは、実際の現金の収入や支出に関係
なく、事象の発生または変化に基づき、その時点で収
入またはコストとして認識し、計上するものです。

② ４表の関係

資金収支計算書

業務活動収支 6,462万円

投資活動収支 △2億7,931万円

財務活動収支 2億6,562万円

本年度資金収支 5,093万円

前年度末資金残高 1億2,325万円

本年度末資金残高 1億7,417万円

歳計外現金残高 2,209万円

本年度末現金預金残高
1億9,626万円

資産
310億
1,198万円

貸借対照表

（現金預金）
1億9,626万円

負債
70億2,864万円

純資産
239億8,334
万円

行政コスト計算書

経常行政コスト
53億891万円

使用料・手数料など
2億4,800万円

純経常行政コスト
△50億6,091万円

臨時損益 △6,333万円

純行政コスト
△51億2,424万円

純資産変動計算書

前年度末純資産残高
247億7,160万円

純行政コスト
△51億2,424万円

税金・補助金など
42億3,541万円

資産評価差額など
1億57万円

純資産
239億8,334万円
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津別町の貸借対照表（平成31年3月31日時点）
平成30年度の津別町が持っている資産は、全部で310億1,198万円
（前年度316億3,731万円、6億2,533万円の減）です。
資産調達の財源として、将来返済する地方債などの負債が70億2,864
万円（前年度68億6,571万円、1億6,293万円の増）、これまでの世代が
負担した純資産が239億8,334万円（前年度247億7,160万円、7億8,826
万円の減）となっています。町民一人当たりの金額に換算すると、資産は
約665万円、負債は約151万円となっています。
今後は、施設の建設や大規模改修による負債の増が見込まれるため、
財政健全化のための資産と負債を考慮した財政運営が求められます。

資産の部

○固定資産
・事業用資産 91億8,803万円
・インフラ資産 158億637万円
・その他 50億9,229万円

○流動資産
・現金預金 1億9,626万円
・未収金 163万円
・その他 7億2,740万円

負債の部

○固定負債
・地方債 54億4,951万円
・その他 9億5,481万円
○流動負債
・1年以内に返済する
地方債 5億4,003万円
・その他 8,429万円

純資産の部

○純資産 239億8,334万円

資産計 310億1,198万円 負債・純資産計 310億1,198万円

町民一人当たりの
資産額

約665万円
＞

町民一人当たり
の負債額

約151万円

※平成31年3月31日時点の津別町の人口 4,662人

①貸借対照表でわかること

現在、町がどれだけの資産を所有し、また、その資産がどのような財源で

賄われているか、将来の世代の負担がどれだけあるかなどがわかります。

②貸借対照表の見方

左側が資産を表し、右側が資産を得るための資金の調達方法（負債
と純資産）を表します。また、負債はこれから先、支払う義務のある金額
で、純資産はこれまでの世代が支払ってきた金額を表しています。
この負債が資産を上回り、「資産」－「負債」である純資産がマイナスに
なると、いわゆる「債務超過」となり、不健全な財政状況であることを意
味しますが、津別町では資産が負債を大きく上回っていることから、貸借
対照表上では健全な財政状況であるといえます。

資 産

町が保有して
いる資産

負 債

将来世代
の負担

純資産

これまでの
世代の負担

③事業用資産、インフラ資産とは？

事業用資産とは、「町役場庁舎」や「学校」などの、町が事業を行うため
の資産のことです。
一方、インフラ資産は、道路、公園など、町民の社会生活の基盤となる
資産のことです。
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行政コスト計算書（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

1年間の行政サービスを提供するためにかかったコストは53億891万円（前年
度59億2,451万円、6億1,560万円の減）で、使用料・手数料などの利用者の
負担を差し引いた純経常行政コストはマイナス50億6,091万円（前年度マイナ
ス56億7,971万円、6億1,880万円の増）となっています。
また、資産の売却や災害復旧などの臨時的なコストと収入を加味した純行
政コストはマイナス51億2,424万円（前年度マイナス57億9,499万円、6億7,075
万円の増）となっています。
今後は、町の建物の老朽化に伴う維持補修費や、少子高齢化に伴う社会
保障費の増加が見込まれます。

①行政コスト計算書でわかること

行政コスト計算書は、福祉や教育などの行政サービスを行う
ために必要なコスト（費用）を計算した一覧表で、道路や公共
施設などの整備にかかるものを除いた、行政サービスに使った1
年間の費用を集計したものです。
この表により、何にいくらのコストがかかったかわかります。

②コストがかかっているサービスは？

左の表をみると、「物にかかるコスト」が最も多くかかっているこ
とがわかります。このなかでも建物などの減価償却費に多くのコ
ストがかかっています。

次に、各種団体に対する補助金等が含まれる「補助金・社
会保障費などのコスト」が多くかかっています。

③減価償却費とは？

建物などは、長く使うとその価値がだんだん減少していきます。
会計的にも一定期間にわたってその価値を減少させていきます
が、これを減価償却と呼んでおり、それをコストとして計上したも
のが「減価償却費」です。
なお、平成30年度の減価償却費は11億9,303万円（昨年は
11億4,054万円、5,249万円の増）となっています。

1．人にかかるコスト 7億1,769万円
（職員の給料や議員の報酬など）

2．物にかかるコスト 23億7,478万円
（消耗品費や委託料、建物の維持補修費や減価償却費など）

3．補助金・社会保障費などのコスト 21億7,047万円
（各種団体に対する補助金、障害福祉サービスや、医療費助成な
どの社会保障給付など）

4．その他のコスト 4,597万円
（支払利息など）

経常費用（①） 53億891万円

使用料・手数料などの利用者負担 2億4,800万円

経常収益（②） 2億4,800万円

純経常行政コスト（② - ①） （A) △ 50億6,091万円

臨時損益（B） △ 6,333万円

純行政コスト（A＋B） △ 51億2,424万円

町民一人当
たりの経常
行政コスト
は約114万
円です。

町民一人
当たりの純
行政コスト
は、約110
万円です。
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純資産変動計算書（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

平成30年度の純行政コストはマイナス51億2,424万円（前年度マイナス57億
9,499万円、6億7,075万円の増）に対して、財源（税収等、国道補助金）は42億
3,541万円（前年度50億6,617万円、8億3,076万円の減）ですので、「本年度差
額」は、マイナス8億8,883万円（前年度7億2,882万円、1億6,001万円の減）と
なっています。
この「本年度差額」のマイナス8億8,883万円と、無償所管替等（前年までの資
産区分の修正分等）の1億57万円により、平成30年度の純資産は7億8,826万
円減少し、平成30年度純資産残高は239億8,334万円となりました。
今後、減価償却費の増加や施設の維持補修にコストがかかることが見込まれ、
将来の施設の維持・更新を見据えた財政運営が求められます。

①純資産変動計算書とは？

「純資産」とは、道路や公共施設などの資産の取得のた
めに、これまでの世代が負担したもので、将来返済する必
要がないものです。

「純資産」＝「資産」－「負債」

この表は、その純資産が、１年間でどのように変動したか
を示しています。

②この表からわかること

「本年度差額」がプラスなのかマイナスなのかを見ます。

平成30年度は「本年度差額」がマイナスとなっており、当年

度の行政サービスの提供にかかったコスト（純行政コスト）が当

年度の財源（税収等、国道補助金）だけでは賄えなかったと

いうことになり、将来世代が利用可能な資源を現世代が消費

して便益を享受していることがわかります。

なお、プラスの場合は、現世代の負担によって将来世代も

利用可能な資源を貯蓄したこととなります。

前年度末純資産残高・・・Ａ 247億7,160万円

資産評価差額 3,684万円
無償所管換等 6,373万円

本年度差額（①＋②） ・・・ Ｂ △ 8億8,883万円

本年度末純資産残高（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 239億8,334万円

純行政コスト・・・① △ 51億2,424万円

財

源

行政コスト
計算書・

純行政コスト
と一致！
（前スライド）

税収等 34億8,916万円
国道補助金 7億4,625万円
合 計 42億3,541万円

②

貸借対照表・
純資産額と一致！
（スライド4ページ目）
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資金収支計算書（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

一年間の活動内容別の現金の増減と残高を示します。
平成30年度の行政運営にかかる資金収支は、業務活動等の収支の結
果、本年度資金収支額5,093万円のプラス、本年度末の資金預金残高は1
億9,626万円（前年度1億4,472万円、5,154万円の増）となりました。

資金収支計算書とは？

資金収支計算書は、一年

間の現金の出入りを、下記の

性質別に区分し、どのような活

動に資金を必要とし、その資金

をどのように賄ったのかを示して

います。

・「業務活動」・・・行政サービス

を行う中で毎年度継続的に収

入・支出されるもの

・「投資活動」・・・公共施設な

どの整備や投資・貸付金など

の収入・支出

・「財務活動」・・・地方債など

の外部からの借入や、その返

済などの収入・支出

人件費 8億2,470万円
物件費 11億8,444万円
補助金など 13億8,024万円
社会保障費 3億3,101万円
その他 5億 310万円

本年度資金収支額 （①＋②＋③）・・・Ａ 5,093万円

町税・交付税など 34億8,871万円
国・道補助金 5億4,972万円
その他 2億4,968万円

業務活動の収支・・・① 6,462万円

支

出

収

入

業

務

活

動

公共施設整備費 6億7,563万円
基金への積立て 5億1,214万円
その他 2,800万円

国・道補助金 1億9,653万円
基金の取崩し 7億2,803万円
その他 1,190万円

投資活動の収支・・・② △2億7,931万円

支

出

収

入

投

資

活

動

地方債の返済 5億 494万円
その他 1,426万円

地方債の発行 7億8,482万円
その他 － 万円

財務活動の収支・・・③ 2億6,562万円

支
出

収
入

財

務

活

動

前年度末資金残高・・・Ｂ 1億2,325万円

本年度末資金残高（Ａ＋Ｂ） 1億7,417万円

【継続的な支出】

食費、衣料、医療費などの
支出

【継続的な収入】

給料や年金などの収入

【投資関係の支出】

家の建築、リフォームなど
の支出

【投資関係の収入】

家の建築、リフォームなど
への公的補助や定期預金の
取崩

【借入金関係の支出】
家や車のローン返済

【借入金関係の収入】
銀行からのローン借入

本年度末
資金残高
1億7,417万円

本年度末
歳計外現金残高
2,209万円

本年度末
資金預金残高
1億9,626万円

貸借対照表の
現金預金と一致！

家計に例えると・・・

住宅の敷金など
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財務書類から見える津別町の状況（指標による分析）

財政の持続可能性（健全化）について

基礎的財政収支（プライマリーバランス）

説 明

地方債などの元金・利子返済額を除いた支出と、地方債
発行などの借金による収入を除いた収入のバランスを見るも
ので、収支がプラスの場合は、借金などに頼らず税金などの
収入で賄われていることを表します。

資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出を除
く） ＋ 投資活動収支

計算式

1億8,190万円の赤字（Ｈ29：1,994万円の赤字）Ｈ30指標

分 析

今年度の基礎的財政収支は、支出が収入を
上回っている状況です。不足分は、地方債の借
入れで補っています。
昨年度は黒字に近づきましたが、依然として
赤字の状況は続いています。引き続き庁舎建
設などの大きな建設工事が予定されているた
め、地方債の借入額が増大し、赤字となること
が予想されます。地方債を借り入れても交付税
が措置されるなど有利なものを借り入れたり、自
己財源比率を高める努力が必要です。
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債務償還可能年数

説 明

充当可能な基金などを全て町が抱えている地方債や引当
金などの実質債務に充てた場合、経常的に確保できる資金
で返済するのに何年間かかるかを見ることで、債務償還能力
を測ります。債務償還可能年数が短いほど、債務償還能力
は高いことを表します。

実質債務（地方債残高等から充当可能基金等を控除）
÷資金収支計算書における業務活動収支の黒字分（臨時
収支分を除き、臨時財政対策債発行可能額を加える）

計算式

14.1年（Ｈ29：5.0年）Ｈ30指標

分 析

今年度の債務償還可能年数は14.1年となっ
ています。一般的には10年未満が望ましいとさ
れており、今年度は前年と比較し産地パワー
アップ事業等の補助金を伴う事業が完了したこ
とにより国県等補助金収入が減少し、大幅に
年数が増加しています。
今後予定される建設事業等により地方債の
借入額が増大することが見込まれるため、償還
可能年数も伸びると考えられますが、債務が大
幅に増加し、償還可能年数も伸び続けないよ
う、計画的に地方債を借入れ、返済することが
必要です。

債務償還可能年数は目安となる10年を上回っており、基礎的財政収支も赤字幅が増大していることから、基金の計画的な活用と、地方
債の発行を可能な限り最小限に抑えることが必要となります。 8
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将来世代と現役世代の負担分担について

純資産比率

説 明

これまで蓄積してきた資産が、これまでの世代による負担な
のか、あるいは将来世代への負担となっているのかをみることが
できます。この比率が高いほど、これまでの世代の負担によっ
て資産を取得してきたことになります。

純資産 ÷ 資産合計計算式

77.3％（Ｈ29：78.3％）Ｈ30指標

分 析

本町の平成30年度の純資産比率は77.3％と
なっています。前年度より若干比率は減少しま
したが、大きくは変わりません。
資産全体の取得については、将来世代の負
担（負債）と比べ、これまでの世代による負担が
多くなっていることが分かります。

平成28年度 平成29年度 平成30年度

比率 78.8% 78.3% 77.3%
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社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）

説 明
これまでに整備してきた公共資産のうち、どれくらい将来世
代が負担する負債が残っているかをみることができます。この
比率が高いほど、将来世代の負担が大きいことになります。

地方債残高 ÷ 有形・無形固定資産計算式

23.8％（Ｈ29：22.3％）Ｈ30指標

分 析

本町の平成30年度の社会資本等形成の世
代間負担比率は23.8％となっています。前年よ
り微増となりましたが、比率に大きな変化はあり
ませんでした。
道路や公園、学校などの公共資産は、将来
世代にも引き継がれて利用されるものであること
から、公平性の観点に基づき、今後経年比較
や他の類似団体と比較などを参考に、適正な
負担割合となるよう検討していく必要がありま
す。

資産全体の取得については、将来世代の負担と比べ、これまでの世代による負担が多くなっています。また、道路や公園などの公共資産に
ついては、将来世代も引き続き利用することから、今後類似団体などとの比較を参考に、公平性の観点に基づき、適切な負担割合となるよ
う検討していく必要があります。 10

平成28年度 平成29年度 平成30年度

比率 21.5% 22.3% 23.8%
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公共施設などの資産の現状について

有形固定資産減価償却率

説 明

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産（建物など）の
取得価額等に対する減価償却累計額の割合をみることで、
耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているかを
把握することができます。

減価償却累計額÷償却資産の取得原価計算式

61.0％（Ｈ29：59.9％）Ｈ30指標

分 析

本町の平成30年度の有形固定資産減価償
却率は61.0％となっており、公共施設などは老
朽化が進んでいることがわかります。
昨年度より比率が高くなっていることから、老
朽化が進行しています。今後施設の維持管理
のための経費（維持補修費）などの増大が見込
まれます。

有形固定資産減価償却率をみると、施設の老朽化が進行している状況がわかることから、今後計画的に維持更新のための投資を進めて
いく必要があります。
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平成28年度 平成29年度 平成30年度

比率 58.2% 59.9% 61.0%
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財政の自立性について

受益者負担の割合（受益者負担比率）

説 明
行政サービスの提供に対する受益者負担（施設等利用者
の費用負担割合）の割合を表すもので、当町の受益者負担
の特徴を把握することができます。

行政コスト計算書内の経常収益÷経常費用計算式

4.7％（Ｈ29：4.1％）Ｈ30指標

分 析

本町の平成30年度の受益者負担比率は
4.7％となっています。昨年度と比較しても大きく
変わりがなく、ほとんどが町の経費で賄われてい
る現状がありますが、今後経年比較や類似団
体との比較をしながら、適正な負担割合となる
よう検討していく必要があります。

受益者負担比率については、経年比較や類似団体との比較を継続し、適正な負担割合となるよう検討していく必要があります。
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平成28年度 平成29年度 平成30年度

比率 3.9% 4.1% 4.7%
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